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「福祉、教育等との連携による障害者の就労支援の推進に関する研究会報告書」 

（抜粋） 
 

 

Ⅲ 福祉、教育等との連携による障害者の就労支援策の今後の在り方 

 

第1. 地域の就労支援のネットワークの構築 

 

1. ネットワークの意義・目的 

○ 障害者の就労意欲が高まっている中で、障害者一人ひとりの希望に応じた就職を実

現し、働く障害者を支えていくためには、雇用、福祉、教育等の各分野の連携が不

可欠であり、各支援機関の役割分担の下、個々の障害者のニーズに対応した長期的

な支援を総合的に行うためのネットワークを、障害保健福祉圏域等の障害者にとっ

て利用しやすい身近な地域ごとに構築することが必要である。 

○ 地域のネットワークを構築することによって、障害者にとってはライフステージを

通じて適切な支援が受けられること、どの機関を利用しても必要な支援に結びつく

こと、支援者にとっては各分野の強みを活かして効果的な役割分担が可能になるこ

と等、その意義や必要性を関係者があらためて認識することが必要である。 

○ 連携による就労支援が効果的に行われている地域においては、熱心に就労支援に取

り組む機関が中心となり、様々な個別ケースについて地域の支援機関と緊密に連携

しながら、役割に応じて支援を分担するなどネットワークが構築されている。一方

で、地域における支援機関の量や就労支援の質の格差が大きいことや、役割分担や

連携が不十分である地域があることなど、ネットワークが十分に構築されていない

場合も多い。 

○ 一般雇用にも短時間勤務や在宅勤務等の多様な就業形態があること、また、離職し

たが一般雇用への再チャレンジを希望する者、加齢に伴い体力等が低下し福祉への

円滑な移行を希望する者等、就労支援に対するニーズは様々であることから、ネッ

トワークにおいてこうした個々の希望やニーズを的確に把握し、適切な支援につな

ぐことが必要である。            

特に、障害者が安心して一般雇用に移行できるようにするためには、福祉・教育

から雇用への流れだけではなく、体力等が低下し雇用先の企業や支援機関からの支

援を受けても継続して就労することが難しくなった障害者を受け入れるような、雇

用から福祉への流れを確立することも必要であり、そのためにもネットワークは重

要になる。 

 

2. 就労支援のネットワークを構築するために 

（就労支援を直接担う機関） 

○ 障害者の就労支援を直接担う地域のネットワークには、障害者にとって利用しやす

い一番身近な地域の支援機関として、ハローワーク（公共職業安定所）、障害者就業・
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生活支援センター、就労移行支援事業者、特別支援学校が参画することが必要であ

る。 

○ このような地域のネットワークは、障害者の身近に設置されている支援機関が中心

となって構成されるものであるが、地域障害者職業センター、障害者職業能力開発

校等の職業能力開発施設、発達障害者支援センター等の都道府県レベルで設置され

る機関も、その役割やノウハウに基づきより専門的な支援を直接担うという面から、

地域のネットワークの一員として機能を発揮することが必要である。 

 

（地域のネットワークを支える機関） 

○ 都道府県レベルにおいては、都道府県労働局、都道府県の労働・福祉部局、都道府

県教育委員会、地域障害者職業センターが、地域のネットワークを支える機関とし

て、相互の連携を密接に図りつつ、地域の支援機関の育成や、地域の支援機関のみ

では対応が難しい問題への対処等の支援を行うなど、その役割を果たすことが必要

である。 

 

（個々の支援ニーズや地域の実情を踏まえたネットワークの構成） 

○ 精神障害者や発達障害者、難病者等の中には、ハローワークや障害者就業･生活支援

センター等の障害者の就労支援を行っている機関を利用していないものの就労支援

ニーズをもつ者が少なからず存在している。そうした就労支援ニーズを持つ障害者

がどこに存在するのかを的確に捉え、関係機関が有機的に連携して支援を行うため

に、必要に応じて保健・医療機関、当事者団体、事業主団体、さらには特別支援学

校以外の学校等もネットワークに参画することが重要である。 

○ 地域における支援機関の量や就労支援の質の格差が大きいこと、大都市圏には特例

子会社が集積していること等、地域の実情に応じて、就労支援の実力や必要な支援

内容が異なることから、地域ごとに、各機関の強みを活かした効果的な役割分担や

ネットワークの構成を検討することが重要である。 

 

（企業に対する支援） 

○ 障害者が充実した職業生活を送るためには、障害者を雇用する企業自身が、障害者

の持つ能力を十分に発揮できるような職場環境をつくることが重要である。そのた

めには、障害者の職場の上司や同僚が障害者に対する理解や支援ノウハウを身につ

け、障害者に対してナチュラルサポート（注：職場の上司や同僚などの職場内の通常の（自然な）

体制の中で、障害者が安定して就労を継続できるよう支えること）ができるようになることが必要で

ある。 

 ネットワークの中で、障害者雇用の経験が少ない企業に対して、企業自身が障害

者の雇用管理ノウハウを身につけられるよう支援を行うとともに、企業単独でのサ

ポートが難しい場合には、そのニーズに応じて障害者及び企業を支援することが必

要である。 
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3. 地域において就労支援のネットワークを効果的に機能させるために 

（就労支援の質の確保） 

○ ネットワークを効果的に機能させるためには、地域のネットワークを構成する各分

野の支援機関が互いの役割・機能を認識し、「顔の見える関係」を形成してネットワ

ークを支えるとともに、就労支援を担う人材を育成してその専門性を高め、地域全

体の就労支援の質を底上げすることが不可欠である。 

○ 地域の支援機関のみでは対応が難しい問題への対処やより良質なサービスの提供が

できるように、全国及び都道府県レベルにおいては、新たな支援技法の開発や支援

ノウハウの提供等の面で技術的にバックアップする機能が必要である。 

 

（支援の調整） 

○ 障害者のライフステージや希望・ニーズに応じた支援を関係機関がネットワークを

構築して一貫して行うためには、各機関が地域の実情に応じて役割を分担するとと

もに、支援がとぎれないよう、どの支援機関がどのタイミングで支援を行うのか、

支援の各ステージで中心的な役割を果たす機関とそれを支える機関はどの機関とす

るか等の支援全体の調整が重要である。 

○ 障害者が最初に支援を求める機関によって、その後の方向性が決まってしまう傾向

があり、適切なサービスを選択できない場合が多い。本人の希望やニーズに応じた

支援につなぐことができるよう、雇用、福祉の両分野において提供される就労支援

サービスについて、例えば合同相談日を設けるなど、一括して相談できるワンスト

ップ的な機能が必要である。 

 

（地方自治体による取組の促進） 

○ 就労移行支援事業者等の支援機関の量・質には地域間格差が大きいことから、都道

府県・市町村においては、国の施策と相まって地域の実情に応じて創意工夫による

きめ細かな施策を講じることが必要である。 

○ また、地域のニーズ等により地方自治体が単独施策として設置している支援機関に

おいても、その役割や機能に応じて、ネットワークの一員として参画することが重

要である。 

○ さらに、都道府県や市町村は、地域の支援の体制及び連携等に関する協議を行う場

として自立支援協議会を設置することとされており、同協議会の就労部会等を活用

して、就労移行支援事業者やハローワーク等の関係機関の連携を一層進めていくこ

とが重要である。 

○ 都道府県・市町村は、地域の住民や企業、支援関係者等に対して障害者雇用に関す

る理解と関心を深めるよう意識啓発に努めるとともに、障害者が一般雇用へ向けて

経験を積む「チャレンジ雇用」を積極的に推進・拡大することも重要である。 

 

4. 連携による就労支援のための共通理解の促進 

（ネットワークの目的・目標の共有化） 

○ 雇用、福祉、教育等の各分野の支援機関が持つ目的や目標、価値観等は、それぞれ
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固有のものがあるものの、障害者の就労という同じ目的に対しては、各機関が共通

の認識を持ち、方向性を揃えて、各地域で計画的に取り組むことが必要である。 

○ ネットワークの中で各機関が期待される役割を全うするためには、地域における障

害福祉計画に盛り込まれているような、就労移行支援事業、障害者委託訓練、トラ

イアル雇用、ジョブコーチ支援等の支援策の量について、地域全体の就労支援の目

標を共有することが必要である。また、こうした目標の進捗・達成状況について、

ネットワークの中で集約し、未達成の場合は取組の見直しを検討するなど、お互い

にその状況を把握することが重要である。 

○ 自立支援協議会をはじめ、各分野それぞれの観点から関係機関を招集する会議が増

加しているが、このような会議の効率的な開催を工夫しつつ、会議を利用して関係

機関の相互理解や情報の共有化を図ることとともに、関係機関の役割を明確にし、

担当者が交替しても組織として継続的に支援が実施されるようにすることが重要で

ある。 

 

（福祉、教育機関等への働きかけ） 

○ ネットワークによる就労支援を効果的に実施するためには、就労支援に関する情報

やノウハウを蓄積している労働関係機関から福祉、教育関係機関等に対して積極的

に働きかけ、就労に関する共通理解を醸成することが重要である。 

○ また、障害者本人、保護者等に対しても、職業的自立や一般雇用に関する理解を深

める観点から、より積極的に働きかけることが重要である。特に保護者は、障害者

を支える一番身近な支援者であり、障害者本人が就労するために身につけておくべ

き能力・心構えに関する知識を持つことや、支援機関が行う支援内容等を理解して

おくことが望まれ、ＰＴＡの研修会等を通じた学齢期の早い段階からの働きかけが

有効である。 

 

（情報及び支援ツールの共有化） 

○ ネットワークの支援機関の間の共通理解を促進し、雇用、福祉、教育等の各分野の

連携による支援を効果的に進めるため、支援に当たって必要な情報や支援ツール（個

別の支援計画等）を共有できるようにすることが重要である。 

 


